
熊本県の契約に関する取組方針（概要）
公契約を通じて、持続可能な社会の実現のための取組を推進します！

契約の透明性、競争の公正性の確保及び不正行為の排除

１ 契約の透明性の確保

２ 競争の公正性の確保

３ 談合その他の不正行為の排除

○計画的な発注を適切に実施し、毎年度、定期的に入札等に係る発注の見通しを公表する。

○一般競争入札の参加に必要な資格、契約を締結した際の入札(参加)者・落札者の名称、入札・落札金額等入札の
過程及び契約の内容に関する情報を公表する。

○契約の方法は一般競争入札を原則とし、公正性、機会均等性等を確保する。また、指名競争入札において、契約
の内容に応じ、業者選定要領等に基づき、適切に事業者の選定を行う。

○随意契約は、任意に相手方を選択して契約を締結するという契約方法の例外であることから、その必要性や適用
については、関係規定に基づき客観的で具体的な理由を明確にする。

○指名停止等の措置要領を公表し、制度を周知するとともに、入札参加資格者が、当該要領に定める措置要件等に
該当するときは、当該要領の規定に基づき指名停止を行うことにより、談合その他の不正行為の防止を図る。

○契約の透明性を確保し、情報管理の徹底を図るとともに、「入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員によ
る入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律」の趣旨を踏まえ、発注者が関与する談合の排除及び防止に
取り組む。

総合的に優れた内容の契約締結

１ 適正な履行が通常見込まれない金額による契約締結の防止

２ 価格以外の多様な要素の考慮

○労働局等の関係機関と連携し、事業者等に対し、賃金、労働時間、及び労働安全等に関する労働関係法令遵守の

働きかけを行う。

○予定価格の設定において、最新の設計労務単価等による人件費や労働環境の整備に係る費用等を考慮して適正な

積算を行う。

○契約の内容に応じ、低入札価格調査制度や最低制限価格制度を適用し、ダンピング受注の排除を図り、業務従事

者の賃金を確保するなど、労働条件の悪化を防止する。

○一般競争入札において、契約の内容に応じ、事業の規模や技術的難易度等により、入札(参加)者の技術力等その
他の条件と入札価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式を採用する。

○随意契約において、契約の内容に応じ、企画案を評価する企画コンペ方式や、価格以外に企画力、技術力等を総
合的に評価するプロポーザル方式を採用する。

○契約の内容に応じ、資格や類似業務の履行実績など業務の実施に必要な要件を考慮した入札参加要件を定める。

○予定価格の設定において、契約の内容に応じ、その仕様書を適切に作成するとともに、最新の設計労務
単価、資材等の実勢価格、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、数量の多少、履行期間の長短等を考慮し
て適正な積算を行う。

○契約の内容に応じ、低入札価格調査制度や最低制限価格制度を適用し、その契約の内容に適合した施工・履行を
確保する。

１ 公契約の履行に係る業務従事者の労働環境の整備

誰もが安心して働き続けられる労働環境の整備・活力ある地域経済の振興

２ 県内事業者の受注機会の確保

３ 事業者による雇用環境の整備、多様な人材が活躍する取組の勘案

○熊本県中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、契約の内容に応じて県内に事務所又は事業所を有する者から調達

を行うなどの取組を推進する。

○契約の内容に応じ、県産品や県産資材等の使用を推進する。

○建設工事における総合評価方式において、県内企業との下請け契約や県産資材の使用を評価する。

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、ブラ

イト企業の認定を受けるなど働き方改革や雇用環境の整備等を推進する事業者の取組や、多様な人材の活躍推進

に資する事業者の取組を評価する。

○熊本県障がい者優先調達推進方針に基づく障害者就労施設等からの優先調達並びにシルバー人材センター、母

子・父子福祉団体及び就労訓練事業者からの優先調達を行う。

事業者が行う環境に配慮した事業活動など、持続可能な社会の実現に
資する取組の勘案

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、

SDGs 達成に向けた取組や、環境に配慮する取組、社会貢献の取組など、持続可能な社会の実現に資する事業者

の取組を評価する。

○物品購入において、熊本県グリーン購入推進方針に基づき、環境物品等の優先的な調達を行う。

４ 事業者による県産品の利用の促進、その他活力ある地域経済の振興に資する取組の勘案

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、県産

品・県産資材等の使用や地域経済の振興に資する事業者の取組を評価する。
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【推進体制】○学識経験者及び関係団体の意見聴取（条例第８条）

「熊本県公契約条例推進委員会」を設置

○庁内推進会議において進捗管理等 ○職員の研修等 取組の見直し 実施

推進委員会
（条例第８条）

取組方針

※基本理念にそった取組の実施

庁内推進会議

企画コンペ等における事業者の取組の評価について、評価項目や加点の方法等を検討します！
（令和5年10月頃～ 実施可能な事業から先行予定）

重点

労働関係法令遵守を担保する方法を検討します！（例：契約書や仕様書への記載等）重点

最低制限価格制度の基準等について検討します！重点

公契約条例の基本理念や県の取組について、様々な広報媒体を活用し、県民・
事業者に向けた効果的な広報・周知を図る。

効果的な方法を検討し、広報・周知を図ります！重点 【指定管理者制度における取扱い】（条例第９条）

「熊本県公の施設の指定管理者制度に係る運用指針」に条例の趣旨を反映

施行： 令和５年（２０２３年）４月１日

広報・
周知

《推進体制図》

（持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例 第7条関係）


